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新屋比内町市営住宅建替事業 募集要項等の変更（第２回）について

平成 18年 10月 17日

平成 18年 8月 31日に公表しました募集要項等につきまして、以下のように変更いたしま

すので、お知らせします。

［募集要項］

頁

No.

大
項
目

中
項
目

小
項
目
変更前（下線部は変更部分）

変更後

(朱字・下線部は変更部分)

P8 第 2 1 (10)

②

イ．PFI 事業者および社会福祉事

業等実施企業等は、社会福祉

施設等の整備および運営を自

らの事業として行う。

イ．PFI 事業者又は社会福祉事業

等実施企業等は社会福祉施

設等の整備を自らの事業と

して行い、社会福祉事業等実

施企業等は社会福祉施設等

の運営を自らの事業として

行う。

P10 第２ １ (11)

③
ツ．秋田市宅地開発技術基準

（平成 15年 4月 秋田市）

ツ．秋田市宅地開発技術指針

（平成 15年 4月 秋田市）

P11 第 3 １ (1)

②

イ．市営住宅を建設する企業等企

業（以下「建設企業等」とい

う。）

イ．市営住宅を建設する企業等

（以下「建設企業等」とい

う。）

P11 第 3 １ (1)

②

ウ．市営住宅の工事を監理する企

業等企業（以下「工事監理企

業等」という。）

ウ．市営住宅の工事を監理する企

業等（以下「工事監理企業等」

という。）

P13 第 3 １ (2)

①

① 設計企業等

設計企業等は、次のアからウの

要件を満たしていること。複数の

設計企業等で業務を分担する場合

は、すべての設計企業が次の要件

を満たしていること。

① 設計企業等

設計企業等は、次のアからエの

要件を満たしていること。複数の

設計企業等で業務を分担する場合

は、すべての設計企業等が次の要

件を満たしていること。

P13 第 3 １ (2)

①

エ．設計企業等と直接的かつ恒常

的に雇用関係があり、上記イ

の実績を有する一級建築士で

ある管理技術者（設計業務の

技術上の管理等を行う者をい

う。）を専任で配置できるこ

と。

エ．設計企業等と直接的かつ恒常

的に雇用関係があり、上記ウ

の実績を有する一級建築士

である管理技術者（設計業務

の技術上の管理等を行う者

をいう。）を専任で配置でき

ること。

P14 第 3 １ (2)

③

③ 工事監理企業等

工事監理企業等は、次のアから

ウまでの要件を満たしているこ

と。

③ 工事監理企業等

工事監理企業等は、次のアから

エまでの要件を満たしているこ

と。
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頁

No.

大
項
目

中
項
目

小
項
目
変更前（下線部は変更部分）

変更後

(朱字は変更部分)

P14 第 3 １ (2)

③

エ．工事監理企業等と直接的かつ

恒常的に雇用関係があり、上

記イの実績を有する工事監

理者（建築基準法第 5 条の 4

第 2項の規定による工事監理

者をいう。以下同じ。）を専

任で配置することができる

こと。

エ．工事監理企業等と直接的かつ

恒常的に雇用関係があり、上

記ウの実績を有する工事監

理者（建築基準法第 5 条の 4

第 2項の規定による工事監理

者をいう。以下同じ。）を専

任で配置することができる

こと。

P29 第 5 7 契約保証金は、免除する。ただ

し、PFI 事業者は建設工事の履行

を確保するため、特定事業契約締

結の日から共同施設等の引渡し完

了日までを期間として、建設工事

に相当する金額（設計費および工

事監理費を含む。）の 100 分の 10

以上について、秋田市又は PFI 事

業者を被保険者とする履行保証保

険契約を締結し、特定事業契約締

結後、速やかに当該履行保証保険

契約に係る保証証券を秋田市に提

出すること。

契約保証金は、免除する。ただ

し、PFI 事業者は建設工事の履行

を確保するため、特定事業契約締

結の日から共同施設等の引渡し完

了日までを期間として、建設工事

に相当する金額（設計費および工

事監理費を含む。）の 100 分の 10

以上について、秋田市又は PFI 事

業者を被保険者とする履行保証保

険契約を締結し、特定事業契約締

結後、速やかに当該履行保証保険

契約に係る保険証券、又は特定事

業契約上の債務の不履行により生

ずる損害金の支払いを保証する

（ただし、保証される金額が建設

工事に相当する金額（設計費およ

び工事監理費を含む。）の 100 分の

10 以上であれば足りる。）銀行、

秋田市が確実と認める金融機関も

しくは保証事業会社（公共工事の

前払金保証事業に関する法律（昭

和 27 年法律第 184 号。）第 2条第

4 項に規定する保証事業会社をい

う。）による保証書を秋田市に提出

すること。

P30 第 5 9 (1) したがって、業務に伴い発生す

るリスクについては、原則として

PFI 事業者が負うものとする。

したがって、業務に伴い発生す

るリスクについては、原則として、

市営住宅整備業務（社会福祉施設

等整備用地および活用用地の既存

住宅の解体撤去を含む）について

は PFI事業者が、付帯事業につい

ては社会福祉事業等実施企業およ

び用地活用企業等への地位譲渡後

は、社会福祉事業等実施企業およ

び用地活用企業等が負うものとす

る。
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頁

No.

大
項
目

中
項
目

小
項
目
変更前（下線部は変更部分）

変更後

(朱字は変更部分)

P36 第 8 3 (4)

⑤

イ．市営住宅整備業務 イ．市営住宅整備業務

ｍ．計画地盤高を示す断面図（建

物、外構工作物等を含み表

現すること、東西方向 1面、

南北方向 3面 1/1,000）

［別添資料２：要求水準書］

頁

No.

大
項
目

中
項
目

小
項
目
変更前（下線部は変更部分） 変更後（朱字は変更部分）

P7 第 2 5 (1)

③
ツ．秋田市宅地開発技術基準

（平成 15年 4月 秋田市）

ツ．秋田市宅地開発技術指針

（平成 15年 4月 秋田市）

P10 第 3 2 (1)

①

ア

３）将軍野市営住宅

・住棟：コンクリートブロック造

（簡易耐火）２階建て、２棟（16

戸、延床面積 656.92㎡、汲取便

槽、昭和 30･31年度建設）

３）将軍野市営住宅

・住棟：コンクリートブロック造

（簡易耐火）２階建て、２棟（16

戸、延床面積 656.92㎡、汲取便

槽、昭和 30･31年度建設）

・物置：木造平屋建て、６棟（延

床面積：388.80㎡、建設年度不

明）

P15 第 3 2 ２） エ 上水道施設：秋田市水道事業

給水条例、給水装置工事施行基

準（秋田市上下水道局）および

開発許可の手引きによる。

エ 上水道施設：秋田市水道事業

給水条例、給水装置工事施行基

準（秋田市上下水道局）および

秋田市宅地開発技術指針（開発

行為に伴う給水施設の取扱いに

関する要綱）による。

P28 第 3 4 (13) エ その他秋田市水道事業給水

条例、給水装置工事施行基準

および開発許可の手引きに

よる。

エ その他秋田市水道事業給水条

例、給水装置工事施行基準お

よび秋田市宅地開発技術指針

（開発行為に伴う給水施設の

取扱いに関する要綱）による。
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［別添資料６：様式集］

頁

No.

大
項
目

中
項
目

小
項
目
変更前（下線部は変更部分） 変更後（朱字は変更部分）

P3 第１ 3 ⑤ イ．市営住宅整備業務 イ．市営住宅整備業務

ｍ．計画地盤高を示す断面図（建

物、外構工作物等を含み表

現すること、東西方向 1面、

南北方向 3面 1/1,000）

様式

1－5
上記の者の

一級建築士事務所登録番号・取得

年

上記の者の

一級建築士登録番号・取得年

様式

1－14
1 ・提案提出書 様式 1－18

・提出書類一覧（本

書類）

様式 1－19

・提案提出書 様式 1－13

・提出書類一覧（本

書類）

様式 1－14

様式

1－14
3 (5) ① ①市営住宅整備業務 ①市営住宅整備業務

・計画地盤高を示す断面図（東西

方向 1面、南北方向 3面）


